
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

90% 90%

児童青少年課長
田中　潤

87%

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 87%

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

89%

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1,005 996

子育て支援課長
功刀　隆

1,005

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 996

事業
形態

■ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（ 各区市町村  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1,383

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1,601 1,457

子育て支援課長
功刀　隆

1,601

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

■ 該当 □ ■

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1,457

事業
形態

■ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（ 他区市町村  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1,684

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

子育て支援課長
功刀　隆

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（東村山市で入園補助 ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

特定財源 一般財源

子育て家庭の経済的負担の軽減

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

事務事業名
指標

（単位）
実績値

基本事業番号・名 11-03

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

129,103

効率性

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

中学校修了前の子どもを養育
している保護者

事業
内容
・

活動
手段

・認定請求書、変更申請書、
　額改定請求書等の受付
・認定、却下、消滅通知
・支払（定例6月、10月、2
　月、随時）
・現況届 認定割合

(認定児童
数/支給対
象児童数)

290,779 7,767 1,752,441

7,710 1,763,495 126,6881,755,785

11-03-01

児童青少年課
助成支援係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

30年度の方向性 現状維持

（国）児童手当法
（市）東久留米市児童手当事務取扱規則

13,455 1,730,424 1,200,958 262,946 266,520 8,090 1,738,514 129,210 97

説明：児童手当法において、実施が定め
られているため、業務フローに改善の余
地は少ない。制度改正の余地も少ない。

総合評価（課題・方向性）：平成24年
度に所得制限が復活。月額支給額も3
歳未満および小学校卒業前の第三子の
み15,000円で、他は一律10,000円と改
正。名称も「子ども手当」から「児童
手当」へと戻され現在に至る。認定児
童数は横這いであり、今後の制度改正
の予定もない。引き続き同程度の事業
費となることが予想される。

認定児童
数(人）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

1,744,674 1,163,116 290,779

児童手当支給事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

13,574

13,920
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：認定児童数は前年度とほぼ同数で
あり、単位当たりコストもほぼ同数であ
る。目標も概ね達成できた。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

・家庭等の生活の安定に寄与
　する
・次代の社会を担う児童の健
　やかな成長に資する小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1,170,523 292,631 292,631

141,429

効率性

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

幼稚園等に在園する園児の保
護者

事業
内容
・

活動
手段

幼稚園等に在園する園児（３
～５歳）の保護者に対する補
助で、所得制限あり。６月に
申請書を受付し、世帯状況や
所得状況を確認し、該当する
世帯に対して、上半期と下半
期の年２回（11月と3月）に
わけて支払う。

補助金が
交付され
た児童数

91,034 315 2,382 131,105

267 2,355 178,370 143,154

11-03-02

子育て支援課
保育・幼稚園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

30年度の方向性 現状維持

幼稚園就園奨励費補助金交付要綱（S47国要綱）
東久留米市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱

922 134,258 40,615 93,367 276 2,469 136,727 148,294 101

説明：システムで対応しており、手続き
の流れ、事務処理の方法も確立されてい
る。

総合評価（課題・方向性）：幼児教育
の振興を図る観点から、保護者の所得
状況に応じた経済的負担の軽減等を図
る「幼稚園就園奨励事業」を実施して
いる地方公共団体に対し、国が所要経
費の一部をを補助する制度である。28
年度から国では幼児教育の無償化を段
階的に実施しており、今後も支出額が
増加していくことが予想される。

申請対象
在園児の
世帯数

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

128,723 37,374

私立幼稚園就園奨
励費補助事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

927

1,246
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：国の補助要綱に基づき、実施して
おり改正の余地はない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

補助金の交付により、保護者
の負担を軽減し、もって幼稚
園教育の充実を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

176,015 43,339 132,409

82,573

効率性

44,259 4,050 2,667 112,382

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

幼稚園、幼稚園類似の幼児施
設もしくは幼児教育施設に在
園する園児の保護者

11-03-03

子育て支援課
保育・幼稚園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

私立幼稚園等園児
保護者補助事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

30年度の方向性 現状維持

私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助金交付要綱（都）
東久留米市私立幼稚園等園児保護者補助金交付要綱

1,484 112,172 62,835 42,362 6,975 2,768 114,940 77,453 110

説明：システムで対応しており、手続き
の流れ、事務処理の方法も確立されてい
る。

総合評価（課題・方向性）：私立幼稚
園の園児保護者に本補助金を交付する
ことで、保護者の負担を軽減する事業
である。幼稚園の保育料は年齢に応じ
て定額制であり、保護者にとっては就
園奨励費補助とあわせて関心が高い事
業である。

申請対象
在園児の
世帯数

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

109,715 61,4061,361

1,472
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：市加算分については26年度に減額
の改正した経過があり、他自治体と比較
しても更なる改正はできない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

補助金の交付により、保護者
の負担を軽減し、もって幼稚
園教育の充実を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

幼稚園等に在園する園児（３
～５歳）の保護者に対する補
助で、所得制限あり。６月に
申請書を受付し、世帯状況や
所得状況を確認し、該当する
世帯に対して、上半期と下半
期の年２回（11月と3月）に
わけて支払う。

補助金が
交付され
た児童数

4,361 2,637 126,805 86,145124,168 69,401 50,406

効率性

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
私立幼稚園の入園資金を必要
とする保護者。

11-03-04

子育て支援課
保育・幼稚園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

私立幼稚園入園支
度金貸付事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1

3
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

30年度の方向性 現状維持

東久留米市私立幼稚園入園支度金貸付条例

2 170 170 97 267 133,500 100

説明：貸付事業という性質上、例年申請
件数が少ないため、業務フローを改善す
るほどの事務量ではない。

総合評価（課題・方向性）：利用件数
は低いが、当貸付事業を利用して幼稚
園入園している世帯があり入園料とい
う一時的な経済的負担の軽減に寄与し
ており現状のまま継続していく。

私立幼稚
園の入園
資金を必
要とする
保護者
（世帯）
数

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

88
5 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：申請件数が2件であったが、事務量
自体が少ないため改善の余地がない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

私立幼稚園に入園する幼児の
保護者に、入園に必要な資金
として入園支度金を貸与し、
保護者の負担軽減を図ること
で幼児教育の振興に寄与す
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

私立幼稚園に入園する幼児の
保護者に、入園支度金を貸付
する事業。 貸付件数

／申請件
数（％）

88 96 184

300 95 395 131,667300

184,000

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

特定財源 一般財源

子育て家庭の経済的負担の軽減

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

事務事業名
指標

（単位）
実績値

基本事業番号・名 11-03

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

90% 90%

児童青少年課長
田中　潤

88%

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

■ 該当 □ ■

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 87%

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

87%

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

140 120

子育て支援課長
功刀　隆

142

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　年度） 141

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

－

効率性

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

一定所得基準未満の保護者が
養育する義務教育終了前の児
童

11-03-05

児童青少年課
助成支援係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

子ども医療費助成
事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

13,658

13,679
財政健全経営計画

実行プラン

30年度の方向性 現状維持

（都）乳幼児医療費助成事業実施要綱
（都）義務教育就学児医療費助成事業実施要綱
（市）東久留米市乳幼児の医療費の助成に関する条例及び施行規則
（市）東久留米市義務教育就学児の医療費の助成に関する条例及び施行規則

13,560 418,027 202,402 202,482 13,143 16,180 434,207 32,021 98

説明：東京都の給付事業。東京都は所得
制限を設けているが、乳幼児は所得超過
者を市が単独で補助している。東京都内
区市においても、全ての区市で同様に単
独で補助をしており、制度改正の余地は
少ない。

総合評価（課題・方向性）：：平成24
年度から児童手当の所得制限基準額が
緩和されたことに伴い、当事業はこの
基準に準拠していることから、平成24
年10月より医療証交付者が増加した。
近年、医療証交付者数は横這いである
が、市の医療助成額は年々増加傾向に
あり、今後も医療助成費は増加するこ
とが予想される。

医療証交
付者数
（人）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

396,616 192,609

対象 外部評価

3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：医療証交付者数は前年度とほぼ同
数であるが、単位当たりコストは増えて
いる。目標は概ね達成できた。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

子育てにかかる医療費負担の
軽減

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

・医療証交付、変更申請書等
　の受付
・認定、却下、消滅通知
・医療証の発行
・現況届

助成割合
(医療証交
付者数/対
象児童数)

192,615 11,392 15,534 412,150

10,794 15,420 397,406 29,052381,986 185,593 185,599

30,176

効率性

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市が運営費を補助する認可外
保育施設に入所する児童の保
護者

11-03-06

子育て支援課
施設給付係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

認可外保育施設入
所児童保護者助成
事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

141
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実行プラン
対象 外部評価

30年度の方向性 縮小

東久留米市認可外保育施設入所児童保護者助成金交付要綱

142 8,034 3,310 4,724 856 8,890 62,606 85

説明：市が補助金を支給する認可外保育
施設に通園する児童の保護者に対し、助
成金を支給する。

総合評価（課題・方向性）：平成28年
11月からは東京都の補助を活用し、補
助上限額を引き上げた。ただ、認可外
保育施設から認可施設への移行が進ん
でおり、助成対象者は減少するものと
見込んでいる。

助成金の
対象とな
る児童数
(人)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

1,793 1,772
1 達成度 2

廃止予定
の有無

説明：平成２８年１月から開始した事業
であるため、平成２７年度は３か月間の
みの実施である。これに対し、平成２８
年度は通年実施であることのほか、１１
月からは補助上限額を引き上げたため、
事業費が増加している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

認可外保育施設に入所する児
童の保護者に対して、助成金
を交付することにより、その
負担を軽減する。小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

対象者に、認可外保育施設に現
に納入した保育料と認可保育所
に入所した場合の保育料との差
額（上限：１人目月5,000円、2
人目以降月7,000円）を支給（全
て一財負担）。28年11月から
は、（上限：１人目月10,000
円、2人目以降月14,000円）と
なった（都1/2、市1/2）。

助成金を
支給し負
担軽減と
なる児童
数(人)

21 824 2,617 18,560

0 #VALUE!0

東久留米市


